
建設業者の社会保険等未加入対策の実施
資料６

〇入札参加希望者の社会保険等加入状況を確認
入札公告及び入札説明書に 以下の履行状況を確認入札公告及び入札説明書に、以下の履行状況を確認

する旨の記載を追加
① 健康保険法第48条の規定による届出の義務
② 厚生年金保険法第27条の規定による届出の義務
③ 雇用保険法第7条の規定による届出の義務③ 雇用保険法第7条の規定による届出の義務

〇競争参加資格確認申請書の添付資料に直近の「総合評
定値通知書」の写しの添付を追加定値通知書」の写しの添付を追加

「総合評定値通知書」の「労働福祉の状況」欄の記載内
容を確認し、「競争参加資格」の有無を判定

◎ 「資格あり」は、「有」又は「除外」と記載されている場
合合

◎ 「資格なし」は、「無」と記載されていた場合又は添付
資料が提出されていない場合



一次下請契約等からの社会保険等未加入建設業者の排除

受注者が、直接契約を締結した下請契約の相手方
（下請契約の請負代金の総額が3 000万円以上の場合）（下請契約の請負代金の総額が3,000万円以上の場合）

〇社会保険等未加入建設業者への対応
「総合評定値通知書」等の確認資料により社会保険等への加入状況を確認。
受注者が直接契約を締結した下請契約の相手方が社会保険等未加入建設業者の場合 「特別な事受注者が直接契約を締結した下請契約の相手方が社会保険等未加入建設業者の場合、「特別な事

情」を有すると認められた場合は、発注者が指定する期間内に法律の規定による届出の義務を履行した
ことが確認できる書類を提出。 → ペナルティ等なし

「特別な事情」を有すると認められる理由と認められない理由「特別な事情」を有すると認められる理由と認められない理由

(1)  「特別な事情」を有すると認められる理由（例）
特殊な技術、機器又は設備等を必要とする工事で、特殊技術等を有する者と下請契約を締結しな

ければ契約の目的を達することができないことなどければ契約の目的を達することができないことなど

(2)  「特別な事情」を有すると認められない理由（例）
① 長年の元下関係があり他の事業者では施工のマネジメントができない
② 発注者との契約締結前に予め下請契約を締結していた② 発注者との契約締結前に予め下請契約を締結していた
③ 他の下請業者を探す時間的余裕がなかった
④ 過去に同一箇所の工事を行った際に、下請として施工していた



競争参加資格確認申請書と技術提案書

〇共通様式
様式３（配置予定の技術者の状況）は、競争参加確認申請書と技術提案書に共通の様式ですが、省略できない。 →

必ず作成
〇添付資料の省略（競争参加資格確認申請書）〇添付資料の省略（競争参加資格確認申請書）

競争参加確認申請書の中で、一つの工事を複数の様式の実績とする場合は、工事の実績を証明する書類を１部だけ添
付で可 。→ 様式分を添付する必要はない
〇添付資料の省略（技術提案書）

技術提案書の中で、一つの工事を複数の様式の実績とする場合は、工事の実績を証明する書類を１部だけ添付で可。
→ 様式分を添付する必要はない
〇チェックシートとチェックリストの活用

競争参加確認申請書と技術提案書は、提出前に必要書類の添付漏れ等を、チェックシートやチェックリストで確認 。→
単純な資料の添付漏れによる「資格なし」を防止



技術提案書

〇施工計画上の考慮事項（様式５）
(1) 工程表の項目、数量等は、閲覧図書内の「工事数量内訳明細書」に記載されている種別と数量を、そのまま記載し

てください。 → 種別をまとめたり、省略したりしない。
(2) 工期設定・実施手順に係わる技術的所見及び現場環境への対応、安全対策等への工夫欄には、工事の流れや安

全対策等について必ず記載してください。 → 記載されていないと評価が下がる。
〇施工上の課題に係わる技術的所見（様式６）

(1) 入札説明書の「施工上の課題」について、治山工事標準仕様書や発注者が示す仕様に基づいて記載してください。
→ 治山工事標準仕様書や発注者の示す仕様を超える対策は不要。→ 治山工事標準仕様書や発注者の示す仕様を超える対策は不要。

(2) 治山工事標準仕様書や発注者が示す仕様の内容と異なる適正でない技術的所見は、不採用として通知します。
→ 技術提案は履行確認（不採用項目は除く。）を行います。


